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１．監査報告書改革の背景と現状

監査報告書改革の議論の発端は、2006年に開

始された国際会計士連盟の国際監査・保証基準審

議会（以下、IAASB）と米国公認会計士協会の

監査基準審議会による共同プロジェクトである。

このプロジェクトでは、様々な財務諸表利用者の

財務諸表監査及び監査報告書に関する理解を把握

するとともに、それに関連する情報と知見を得る

ための学術調査研究が委託された。09年に公表

されたこの委託研究の結果によれば、監査報告書

は過度に標準化されており、財務諸表利用者は監

査意見が適正か否か、及び監査人は誰であるのか

ということだけに注意を払い、それ以外の記載内

容は読んでいないこと、あるいは現行の監査報告

書の内容は監査人の責任を表示することに偏って

おり、財務諸表利用者は監査人が有する被監査会

社に関する見解や実施された監査のプロセスにつ

いて、より多くの情報が提供されることを期待し

ていることが明らかとなった。また、この間にい

わゆるリーマンショックが発生し、財務諸表監査

に対する批判が高まり、証券監督者国際機構、欧
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　2006年に始まった監査報告書改革の動きは、国際的に見れば、議論を終えて既に実施の段階に移っている。
本稿では、金融庁企業会計審議会監査部会において現在進行中の監査報告書の改革をめぐる議論の理解に資する
こと、あるいは近い将来わが国に導入されるであろう新しい監査報告書の意義を理解し、活用できるようにする
ことを目的として、監査報告書の拡張に関連する国際監査基準の規定内容及びその特徴と課題をできるだけ詳細
に解説する。
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